
令和７年８月 20 日庁議資料 

総務部（防災危機管理室） 

文京区地域防災計画（令和６年度修正）の取組状況について 

１ 目的 

文京区地域防災計画（令和６年度修正）の各施策を推進するため、計画に掲げる主要な

施策について、令和６年度の取組状況を取りまとめ、報告する。 

２ 対象施策 

（１） 文京区地域防災計画（令和６年度修正）の重点項目ごとに選定した施策

【重点項目】

① 在宅避難の推進

② 中高層建築物の防災対策

③ 自助・共助の意識の醸成

④ 要配慮者や女性等への対応

⑤ 避難所環境の改善・充実

⑥ 帰宅困難者対策

⑦ ICT 技術等を活用した災害対応業務の最適化

（２） その他、重要性の高い施策

３ 取組状況 

別紙のとおり 

４ 今後の予定 

令和７年８月  庁議報告 

９月  議会報告 
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別紙　　

【取組状況】
　防災用品配付事業において「文の京そなえて安心BOOK」を全戸配付し、身の回りの災害リスクや在宅避難
等について周知啓発を行った。また、在宅避難のVRコンテンツを作成し、防災フェスタ等で活用を図るほか、防
災アドバイザー派遣事業において在宅避難の訓練を実施するなど、様々な機会を捉えた啓発に取り組んだ。
● 防災用品配付事業

「文の京そなえて安心BOOK」配布数　130,404世帯
申込世帯数　93,739世帯（申込率：71.9％）
申込用品数　167,860点

● 防災アドバイザー派遣事業（在宅避難訓練）
　令和６年度　12件

【課題】
　防災用品配付事業により、在宅避難の認知度を高めることができた。今後も、区民一人ひとりが、在宅避難の
必要性や、災害に備えた日常備蓄等について理解を深め、主体的に取り組んでいくことが重要であり、より効果
的な周知啓発に努める必要がある。

【今後の方針】
　防災ガイドやリーフレットのほか、VRコンテンツを活用するとともに、防災フェスタや防災アドバイザー派遣事
業の在宅避難訓練等、様々な訓練の機会を捉えた周知啓発に取り組んでいく。

【取組状況】
　防災フェスタにおいて家具転倒防止のモデル展示等を行い、対策の重要性について普及啓発を図った。また、
区内在住者に対して、家具の転倒防止器具の購入・設置費用を助成した。
● 家具転倒防止器具設置助成
　令和４年度　114件　／　令和５年度　71件　／　令和６年度　100件

【課題】
　防災用品配付事業のアンケート結果では、家具転倒防止対策等、家の中の安全対策に取り組んでいる人の割
合は低い傾向にあり、継続的な周知啓発が必要である。

【今後の方針】
　防災ガイドや在宅避難VRコンテンツ等により、家具転倒防止対策の重要性について啓発するとともに、家具転
倒防止器具設置助成の利用促進を図る。

　文京区地域防災計画（令和６年度修正）　取組状況（令和６年度）

1 在宅避難の周知啓発 防災危機管理課

　日頃から在宅避難の必要性や日頃からの備えについ
て、防災ガイドやリーフレットのほか、ホームページや動
画コンテンツ等を活用して、周知啓発に取り組むととも
に、各家庭での備蓄やライフライン機能の確保等、対策
強化を図る。

No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

第１　在宅避難の推進

2
家具転倒防止対策の
促進

防災危機管理課
　災害時においても自宅で安心して生活することができ
るよう、家具転倒防止器具の普及啓発を図り、各家庭の
安全性の向上に努める。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　ポスター、区ホームページ、区報、耐震相談会、アドバイザー派遣、戸別訪問等で各種助成制度等の周知を
行った。
● 耐震化促進事業（特定緊急輸送道路、一般緊急輸送道路及び緊急道路障害物除去路線沿道建築物耐震化
促進事業を含む）
　耐震診断助成　　　令和４年度　24件　／　令和５年度　28件　／　令和６年度　36件
　耐震設計助成　　　令和４年度　 2件　／　令和５年度　 3件　／　令和６年度　 1件
　耐震改修工事助成　令和４年度　30件　／　令和５年度　26件　／　令和６年度　31件
● 耐震化アドバイザー派遣

令和４年度　４件　／　令和５年度　８件　／　令和６年度　12件

【課題】
　分譲マンションの申請件数が、戸建て住宅と比較して少ない。
【今後の方針】
　分譲マンションの耐震化を促進するため、耐震改修促進事業助成金の見直しを行う。

【取組状況】
　助成制度（不燃化建替え促進助成、老朽建築物除却助成、住替え助成）、専門家派遣の実施、不燃化相談ス
テーションの運営並びに戸別訪問を行い、不燃化推進特定整備事業の推進を図った。
● 不燃化推進特定整備事業

不燃化建替え促進助成
　　令和４年度　２件　／　令和５年度　５件　／　令和６年度　２件
　老朽建築物除却助成
　　令和４年度　０件　／　令和５年度　２件　／　令和６年度　１件
　住替え助成
　　令和４年度　０件　／　令和５年度　０件　／　令和６年度　２件

【課題】
　令和７年度の事業終了に向けて、助成期間内に工事が完了するよう、事業周知及び支援を行う必要がある。

【今後の方針】
　専門家派遣の推奨、セミナーの開催等により普及啓発を図り、積極的な不燃化推進特定整備事業の活用を促
す。

3 建築物の耐震化の促進 地域整備課

　文京区耐震改修促進計画に基づき、耐震診断・耐震改
修等の助成制度を活用してもらうことにより、住宅及び
建築物の耐震化の促進を図る。専門家による相談会等
の開催、耐震化アドバイザーの派遣、戸別訪問等によ
り、意識啓発に努める。

4
不燃化推進特定整備
地区（不燃化特区）事
業の推進

地域整備課
　災害時に特に火災等の危険性の高い大塚五・六丁目
地区を対象に、文京区不燃化推進特定整備事業を実施
する。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　区民防災組織と中高層共同住宅等に対して備蓄品購入経費を助成するとともに、区内在住・在勤者に対して
定価よりも安価で防災用品が購入できるあっせん事業を実施した。また、防災用品配付事業により、各家庭で
必要な防災用品を提供し、災害に備えた日常備蓄の重要性について、啓発を行った。
● 備蓄品購入費用助成（区民防災組織）

令和４年度　26件　／　令和５年度　６件　／　令和６年度　17件
● 備蓄品購入費用助成（中高層共同住宅等）

令和４年度　９件　／　令和５年度　15件　／　令和６年度　11件
● 防災用品あっせん
　令和４年度　42件　／　令和５年度　33件　／　令和６年度　50件

【課題】
　防災用品配付事業等により、日常備蓄の啓発に努めたが、引き続き、区民一人ひとりが、食料や水、携帯トイレ
など、日頃から、災害のリスクや各家庭の状況に応じた備蓄に主体的に取り組めるよう、より効果的な啓発に取
り組む必要がある。

【今後の方針】
　今後も、備蓄品購入費用助成等の利用促進を図るとともに、防災講話や災害用備蓄品の再活用等を通じ、区
民一人ひとりが、災害に備えた具体的な行動を起こせるよう、より分かりやすい周知啓発に取り組む。

5 備蓄の促進 防災危機管理課
　防災用品あっせん事業や区民防災組織・マンション管
理組合等の防災活動に対する助成金等により、各家庭
や中高層共同住宅等における備蓄を推進する。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　中高層共同住宅等に向けた防災対策の啓発冊子や、防災用品配付事業における「文の京そなえて安心
BOOK」の全戸配付により、マンション防災の啓発に取り組んだ。また、マンション管理組合等を対象とした「災
害時のマンションのトイレ対策セミナー」を実施し、携帯トイレの備蓄や発災後のトイレの自己点検等について啓
発した。
● 災害時のマンションのトイレ対策セミナー（２回）

参加者（合計）　177人（149団体）

【課題】
　区内の住宅のうち中高層共同住宅が多くの割合を占める中、エレベーターの閉じ込め対策やトイレ対策等、中
高層共同住宅特有のリスクを啓発し、居住者による主体的な防災対策を推進する必要がある。

【今後の方針】
　引き続き、防災講話や防災士全体会等の機会を通じ、マンション防災の周知啓発を図るとともに、「災害時のマ
ンションのトイレ対策セミナー」を実施し、マンション住民の主体的な防災対策を促進する。

【取組状況】
　中高層共同住宅等に対し、防災訓練実施経費や備蓄品購入経費を助成するほか、区民防災組織と合同で防
災訓練を行う場合は、備蓄品購入費用の助成限度額を増額することで、地域の連携を推進した。また、防災アド
バイザー派遣事業により、防災訓練等の企画提案・運営サポートを行うとともに、エレベーター閉じ込め対策経
費の一部を助成した。さらに、緊急防災対策事業として、災害時の応急活動に要する資機材の購入費の一部を
助成した。
● 防災訓練実施経費助成（中高層共同住宅等）
　令和４年度　23件　／　令和５年度　30件　／　令和６年度　22件
● 備蓄品購入費用助成（中高層共同住宅等）
　令和４年度　９件　／　令和５年度　15件　／　令和６年度　17件
● 防災アドバイザー派遣（中高層共同住宅）
　令和５年度　１件　／　令和６年度　６件
● エレベーター閉じ込め対策費用助成
　令和４年度　４件　／　令和５年度　43件　／　令和６年度　18件
● 防災資機材購入費助成（中高層共同住宅）

28件

【課題】
　引き続き、中高層共同住宅等に対する助成制度の周知を図り、各事業の利用促進に努める必要がある。また、
マンション住民の主体的な防災対策を促進するため、区内の中高層共同住宅等における防災対策の実態を把
握し、より効果的な対策を検討する必要がある。

【今後の方針】
　中高層共同住宅等を対象とする各種助成制度のチラシを活用し、より効果的な制度周知を図る。区内の中高
層共同住宅等の防災対策について実態を調査し、マンションの実情に応じた防災対策を検討する。

第２　中高層建築物の防災対策

6 マンション防災の啓発

防災危機管理課
　中高層共同住宅等が実施する防災訓練やエレベー
ター閉じ込め対策に係る費用を助成する等、中高層共
同住宅等における防災対策の支援を充実する。

　中高層共同住宅特有の防災対策を盛り込んだマニュ
アルを作成・配付し、災害発生時に住民が施設内に安全
にとどまることができるよう、マンション居住者への周知
啓発を行う。
　また、在宅避難に欠かせない災害時のトイレ対策につ
いて周知・啓発を図り、携帯トイレの備蓄や発災後のトイ
レの対応手順等、マンション住民の主体的な防災対策を
促進する。

防災危機管理課

7
マンションにおける防災
活動等の支援
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　新たに建設する一定規模以上の中高層建築物に対し、宅地開発並びに中高層建築物等の建設に関する指導
要綱の指導基準により、防災備蓄倉庫とマンホールトイレの設置を推進した。また、マンホールトイレの設置費用
の一部助成制度を開始し、利用促進に努めた。
● 備蓄倉庫等協議

令和４年度　42件　／　令和５年度　44件　／　令和６年度　25件
● マンホールトイレ設置費用助成
　令和５年度：０件　／　令和６年度　２件

【課題】
マンホールトイレ設置費用助成制度については、相談はあるものの助成には至らないケースもあるため、利用

しやすい制度設計とする必要がある。

【今後の方針】
マンホールトイレ助成制度については、工事費用に加え、調査・設計費についても助成対象とし、助成額の拡充

を図った。様々な機会を通じて制度周知に努め、助成制度の利用促進に取り組む。

8
防災備蓄倉庫等の設
置促進

防災危機管理課

　新たに建設される一定規模以上の中高層建築物に対
し、防災備蓄倉庫やマンホールトイレ設備の設置を促進
するなど、中高層共同住宅における防災力の向上を図
る。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　総合防災訓練や地域の防災訓練等において、防災ガイドや各種ハザードマップを配布するとともに、区民防災
組織やマンション管理組合、学校等からの要望を受け、地震体験車の派遣や防災講話等を実施し、防災意識の
啓発を図った。また、防災用品配付事業では、「文の京そなえて安心BOOK」を全戸配付し、身の回りの災害リ
スクや在宅避難等について周知啓発を行った。

【課題】
　防災用品配付事業のアンケート結果では、防災対策に取り組んでいない理由として「何に取り組めばいいかわ
からない」や「必要性はわかっているが、面倒に感じて取り組めない」といった意見が多く、防災対策に関心のな
い人も一定数いることが把握できた。首都直下地震などの大規模災害に備え、区民一人ひとりの防災リテラシー
の醸成を図るため、より効果的な防災啓発に取り組む必要がある。

【今後の方針】
　防災ガイドやハザードマップに加え、新たに作成した在宅避難VRコンテンツなど、様々なツールを組み合わせ
ながら、防災訓練や防災講話等の機会を捉え、わかりやすい啓発に取り組んでいく。

【取組状況】
　区民防災組織等に対し、防災訓練実施経費や備蓄品購入経費を助成するとともに、中高層共同住宅等と合同
で防災訓練を行う場合は、備蓄品購入費用の助成限度額を増額することで、地域での連携を推進した。また、
防災アドバイザー派遣事業により、防災訓練等の企画提案・運営サポートを行った。さらに、緊急防災対策事業
として、災害時の応急活動に要する資機材の購入費の一部を助成した。
● 防災訓練実施経費助成（区民防災組織）

令和４年度　37件　／　令和５年度　38件　／　令和６年度　42件
● 備蓄品購入費用助成（区民防災組織）

令和４年度　26件　／　令和５年度　６件　／　令和６年度　17件
● 防災アドバイザー派遣事業（区民防災組織）

令和５年度：１件　／　令和６年度　６件
● 防災資機材購入費助成（区民防災組織）

20件

【課題】
　助成件数が横ばいになっており、申請する区民防災組織等に偏りが出ている状況が見受けられる。また、各区
民防災組織等で地域活動に温度差があり、地域の実情に沿ったきめ細かな支援体制が必要である。

【今後の方針】
　区民防災組織等に対する各種助成制度について、様々な機会を通じて周知に努め、更なる利用促進を図ると
ともに、防災アドバイザー派遣事業等により、地域の実情に合った防災活動を支援する。

　区民防災組織等が自主的に行う防災訓練の実施に係
る費用及び備蓄品の購入に係る経費の一部を助成す
る。さらに、区民防災組織等に専門知識を有する防災ア
ドバイザーを派遣し、防災訓練の企画提案・運営サポー
トを行う。

10
区民防災組織等の活
動支援

防災危機管理課

9
防災啓発資料等による
啓発

防災危機管理課

　防災ガイド及びハザードマップ等の防災啓発資料や、
防災ポータル、防災アプリ等のオンライン媒体を活用す
るとともに、地震体験車や防災講話等により、区民の防
災意識の啓発を図る。

第３　自助・共助の意識の醸成

7



No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　区の避難所総合訓練や避難所運営協議会が実施する避難所運営訓練において避難所開設キットを使用した
避難所開設訓練等を実施した。また、避難所運営協議会が主体的に実施する訓練等に対し、訓練経費を助成
し、訓練の啓発を行った。
● 避難所運営協議会活動助成

令和４年度：８件／　令和５年度：12件／　令和６年度：８件

【課題】
　避難所運営協議会によって活動実績に差があるため、特に活動実績の少ない協議会に対しては、訓練等が継
続的に実施できるよう、地域の実情に応じた、きめ細かな支援が必要である。また、国や都における避難所運営
に関する指針の見直し等を踏まえ、区の避難所運営ガイドラインを見直す必要が生じている。

【今後の方針】
　区が実施する避難所総合訓練をきっかけに、その後の活動が継続的に行われるよう、防災士等とも連携しな
がら避難所訓練の企画立案等に協力するなど、避難所運営協議会に対する伴走型の支援に取り組む。また、こ
れまでの避難所運営や避難者支援等に関する法制度の変遷のほか、東京都避難所運営指針に示された課題等
との整合を図りつつ、避難所運営ガイドラインの改訂に向けた検討を進める。

【取組状況】
　避難所運営をはじめとする災害時の活動について、率先して周囲を牽引する地域のリーダーを育成するため、
防災士の育成・活動の支援に取り組んだ。
● 防災士資格取得支援

令和６年度：21人（男性11人／女性10人）
　　　【内訳】　避難所運営協議会推薦：15人／中高層共同住宅推薦　：６人
　防災士資格取得者（累計）：94人（男性70人／女性24人）
　　　【内訳】　避難所運営協議会推薦：88人／中高層共同住宅推薦　：６人
● 防災士スキルアップ助成金

令和５年度：５人／　令和６年度：０人
● 防災士スキルアップ講座
　区の資格取得支援の有無に限らず、広く防災士資格を有する区民を対象に、区の災害リスクや対策、過去の
災害等について学び、地域での防災活動に必要な知識を身に付ける講座を実施した。
● 防災士広報誌

防災士のインタビュー記事等を掲載した広報誌を作成し、各町会等や訓練等で配布した。

【課題】
　避難所運営協議会やマンション管理組合等に対し、引き続き、防災士資格取得支援について周知するととも
に、スキルアップ助成金の利用促進に努める必要がある。

【今後の方針】
　防災士が企画した防災訓練等に対する助成額の上乗せや、防災士の活動内容等を掲載した広報誌を作成す
るほか、防災士からのニーズが高い講座を企画することで、スキルアップ助成金の利用促進を図るなど、防災士
が主体的に活動できる環境を作り、地域の防災活動の活性化を図る。

12
防災士の育成・活動支
援

防災危機管理課
　防災士の資格取得費用の助成や、防災士のスキルアッ
プ研修の実施、防災士の活動内容等を掲載した広報誌
の作成等により、防災士の育成・活動の支援を行う。

11
避難所運営協議会の
設置・支援

防災危機管理課

　避難所の円滑な運営を図るため、避難所ごとに避難所
運営協議会を設置し、避難所を開設・運営するために必
要なルール等を「文京区避難所運営ガイドライン」に基づ
き検討するとともに、避難所開設キットを使用した避難
所運営訓練を実施するなど、避難所運営協議会が適切
に避難所の開設・運営ができるように支援する。また、避
難所開設・運営に係る訓練経費を助成するなど、地域防
災力の向上を図る。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　総合防災訓練として、避難所総合訓練（年４回）と防災フェスタを開催した。
●避難所総合訓練
　礫川小学校　　　　344人（避難所開設訓練、ペット同行避難の周知・啓発等）
　昭和小学校　　　　136人（避難所開設訓練、宿泊型防災体験等）
　第六中学校　　　　285人（避難所開設訓練、物資輸送・受入訓練等）
　小日向台町小学校　392人（避難所開設訓練、臨時災害FM放送運営訓練等）
●防災フェスタ　　3,062人

（一斉防災（危険回避）訓練、観覧・体験型訓練、関係団体等の展示等）

【課題】
　避難所運営協議会と協議しながら、避難所の開設のほか、運営に関する様々な課題への対応等、引き続き、効
果的な訓練を実施する必要がある。また、多くの区民が防災対策に関心を持ち、各家庭での防災対策について
意識の向上が図られるよう、取り組む必要がある。

【今後の方針】
　今後も、より多くの方が訓練に参加し、防災意識の向上につながるよう、訓練内容の充実や効果的な啓発を図
る。

防災危機管理課総合防災訓練の実施

　区民や区民防災組織、消防署、警察署等、様々な防災
関係機関等の参加を勧奨し、実効性のある総合的な訓
練（避難所総合訓練・防災フェスタ）を実施し、相互の協
力体制の確立と防災意識の高揚を図る。

13
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　新たに避難行動要支援者名簿に登録された方に対し制度周知を行うとともに、個別避難計画の作成を依頼し
た。また、支援者に対し、要支援者の安否情報の集約方法や避難支援等を明確にした「避難行動要支援者名簿
運用マニュアル」を配付し、支援体制の強化を図った。さらに、現在の制度運用に関する課題等を整理しつつ、
今後の避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）の見直しに向け、検討を進めた。

【課題】
　引き続き、名簿登録者に対する制度の理解促進や定期的な勧奨を行い、同意方式名簿のうち、個別計画作成
の割合を増加させる必要がある。また、新規に支援者となった方でも、制度の趣旨やその役割が理解できるよ
う、適切な情報発信を行う必要がある。

【今後の方針】
　運用マニュアル等について、より分かりやすい内容となるよう検討を進め、防災訓練や民生委員・児童委員へ
の説明の機会を活用し、更なる制度周知を図るとともに、引き続き、避難行動要支援者避難支援プラン（全体計
画）の見直しを検討する。

【取組状況】
　新たに１施設との福祉避難所の運営に係る協定締結（令和７年４月１日付）に向けて、備蓄物資を配備した。ま
た、避難行動要支援者の生命の安全と生活支援を円滑に行える体制を構築するため、福祉避難所開設・運営訓
練を２施設で行った。

【課題】
　さらに多くの避難行動要支援の避難場所を確保するため、福祉避難所の更なる拡充が必要である。

【今後の方針】
　関係部署が連携の上、運営マニュアルの改善や備蓄物資の充実により環境整備を図るとともに、施設数を拡
充していく。加えて、避難行動要支援者の円滑な避難のための体制を検討する。

【取組状況】
　妊産婦・乳児救護所の開設訓練を実施するとともに、大学主催のシンポジウムにおいて、妊産婦や乳児の防災
対策について周知啓発を行った。また、関係団体と救護所の開設及び運営に関して定期的な打合せを行った。

【課題】
　今後も、大学との連携を図り、実際に災害が起きた際に、円滑に妊産婦・乳児救護所を開設できるよう、繰り返
し訓練に取り組む必要がある。また、協定を締結する大学の中で、学生の新規募集を停止する大学があること
から、今後の動向を把握する必要がある。
【今後の方針】
　妊産婦・乳児救護所の開設訓練を継続して行い、訓練を通して見つかった課題を基に、各救護所の特性に
あった開設キットへの見直しや備蓄について検討する。また、大学の動向を踏まえながら、妊産婦・乳児救護所
の運営に関し、今後の対応を検討する。

妊産婦・乳児救護所の
運営

15
福祉避難所の整備・拡
充

福祉政策課

14

16 防災危機管理課
　協定を締結した大学等との連絡協議会や合同訓練を
定期的に実施し、円滑な妊産婦・乳児救護所の開設運
営体制を整備する。

第４　要配慮者や女性等への対応

避難行動要支援者の
支援

防災危機管理課

　避難行動要支援者の安否確認、避難誘導及び避難所
等での生活支援を的確に行うため、同意を得た避難行
動要支援者一人ひとりに対し、個別避難計画の作成を
促すとともに、避難支援関係者ともに、避難行動要支援
者名簿を活用した訓練を実施するなど、支援体制の構
築を図る。

　特別養護老人ホームをはじめとした福祉施設につい
て、避難所で生活することが困難な要配慮者が避難す
ることができるよう、運営事業者と協定を締結し、福祉避
難所として活用するとともに、必要な物資・器材等を整
備するなど、避難体制を整備する。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　女性等に配慮した避難所運営を行うため、避難所運営協議会に対し、女性防災士の必要性について周知等を
行い、令和６年度は、女性10人が防災士の資格を取得した。また、防災士の広報誌でも女性防災士の活動を紹
介するなど、避難所運営への女性の参画に取り組んだ。

【課題】
　東京都避難所運営指針においても、女性・要配慮者への対応や避難所運営への女性の参画が課題とされてい
ることから、今後も、避難所運営における女性の参画に取り組む必要がある。

【今後の方針】
　引き続き、女性防災士の資格取得に努めるとともに、プライバシー確保のための物資の備蓄や、要配慮者対応
訓練等に取り組む。また、避難所運営ガイドラインの改訂に合わせ、改めて、女性等の要配慮者に対する避難所
での対応や環境づくりについて検討する。

【取組状況】
　防災用品配付事業では、「文の京そなえて安心BOOK」をやさしい日本語に配慮した内容にするとともに、専
用の特設サイトでは10か国語、コールセンターでは22言語に対応するなど、外国人に対する丁寧な情報発信に
努めた。また、在宅避難VRコンテンツの作成にあたっても、多言語対応とし、外国人に対する防災啓発に取り組
んだ。
【課題】
　外国人住民の増加を踏まえ、今後も、情報発信ツールや啓発コンテンツ等の充実が必要である。
【今後の方針】
　引き続き、ハザードマップの多言語対応等、各種防災啓発資料により、外国人に対する適切な情報発信に努め
る。
【取組状況】
　在宅人工呼吸器使用者災害時個別支援計画の関係機関連絡会については、区内だけでなく区外の訪問看護
ステーションにも周知し開催した。自宅避難継続に向けた電源確保についての研修を行い、グループワークでは
各機関との情報共有ができた。
　災害時個別支援計画は、地区担当保健師と協力し、計画的に作成・更新を行い作成率が向上した。バッテリー
持続時間は10時間以上の者が半数を上回ることができた。

【課題】
　関係機関連絡会のグループワークでは、発災時の情報共有についての課題があがっていた。
バッテリー持続時間は10時間以上の者が半数を上回ることができたが、準備が不十分な対象者もいるため、引
き続き電源確保の必要性を伝えていく必要がある。

【今後の方針】
　発災時の情報共有をテーマとした連絡会を実施していく。日頃の備えの重要性を対象者や訪問看護師、地区
担当保健師とも共有し、計画作成率とバッテリーの持続時間の向上を目指す。各関係機関の役割を周知し、連
携を深めることで、対象者に対してより良い計画ができるようにアプローチしていく。

17
避難所運営における女
性等の参画推進

防災危機管理課

19
医療依存度の高い在
宅療養者への支援

予防対策課

　関係機関との密な連携により、在宅人工呼吸器使用者
の把握に努め、希望者へ災害発生時を想定した個別支
援計画の作成及び見直しを実施する。また、在宅人工呼
吸器使用者の非常用電源の確保に努める。

　女性等のニーズに配慮した避難所運営を行うため、避
難所運営協議会に女性等の役員の参画を促すなど、男
女双方の視点や子ども、LGBTQ等の当事者に配慮した
運営を行う。

　外国人への防災知識の普及啓発を図るため、地震体
験車や煙体験ハウス等を活用した防災教室等の実施に
加え、外国語版のハザードマップや、やさしい日本語を
活用した防災啓発資料を作成する。また、防災ポータル
や防災アプリの多言語機能を活用し、適切な情報発信
を行う。

18 外国人支援対策 防災危機管理課
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　各避難所における備蓄物資等について、定期的な棚卸し等、適切な維持管理を行った。また、トイレの確保等、
衛生環境の維持を図るため、想定避難者の３日分に相当する携帯トイレの備蓄を完了するとともに、障害者の当
事者団体からの要望に基づき、手書き電光掲示板（アンブルボード）を配備した。

【課題】
　国や都の避難所運営指針等も踏まえ、避難所の生活環境の改善に資する備蓄資器材等の整備を進める必要
がある。また、都の「東京トイレ防災マスタープラン」の策定を踏まえ、今後の災害用トイレの適正な備蓄・整備に
ついて検討する必要がある。

【今後の方針】
　国の交付金を活用しながら、避難生活に必要な備蓄物資を配備するとともに、食料等の多様な調達ルートを確
保するため、キッチンカー等の団体等との協定を検討する。また、災害用トイレの計画的な備蓄・整備について検
討するとともに、適切な地域内備蓄と円滑な地域内輸送体制の整備に努める。

【取組状況】
　災害時における災害コーディネーターの派遣や平時からの連携を強化するため、区内警察四署との覚書を締
結した。

【課題】
　これまでに避難所等で発生したトラブル（事件・事故等）、各種の相談ニーズを踏まえ、引き続き、警察や協定
締結団体等と連携した、避難者の支援体制について検討する必要がある。

【今後の方針】
　避難所における防犯対策の資材（防犯ブザー等）を備蓄するとともに、区内警察署や関係団体との連絡会を開
催し、避難所の治安維持等、安全・安心の確保や相談支援体制の構築に向けた連携強化を図る。

【取組状況】
　二次的な避難所の協定締結に向け、区内の事業所や教育機関と調整を図ったが、特に指定避難所の充足率
が高い地域については、地域の大学との協議を進め、避難スペースの確保に取り組んだ。

【課題】
　都における避難所運営指針の見直し等を踏まえた避難スペースの拡充を図るため、今後、更に区内の事業者
等との協定締結を進める必要がある。

【今後の方針】
　災害時において、事業者や学校等との協力体制を更に強化するため、新たな事業者と協議し、協定の締結を
進めていく。また、協定内容の実効性を高めるため、協定締結事業者等と連携し、マニュアルの作成や訓練の実
施を検討していく。

防災危機管理課

20
食料、飲料水、生活必
需品の備蓄

防災危機管理課

避難所等での支援体制
の構築

21 防災危機管理課

22
二次的な避難所等に関
する協定締結の推進

第５　避難所環境の改善・充実

　避難所等で発生する各種トラブル（事件・事故等）や、
避難者の健康等の各種相談業務に対応するため、平常
時から警察や協定締結団体等を連携し、避難者等への
支援体制を構築する。

　災害時に避難所等の避難者に物資を提供できるよう、
都と連携し、発災後３日間の物資の確保に努める。また、
高齢者や障害者等の要配慮者に対応した物資や感染症
対策等を踏まえた物資の確保に努める。

　二次的な避難所等の確保を図るため、区内の私立中
学校・高校やホテル等との協定締結を推進する。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　令和６年度は、６月に礫川小学校、１１月に第六中学校、２月に小日向台町小学校の計３回、避難所総合訓練に
おいて医療救護活動訓練を実施した。医療救護活動訓練では、参集する三師会会員が、避難所医療救護所で
の自身の役割や、避難所、備蓄倉庫等の様子を確認した。
　さらに、医療救護活動に従事する医師等のスキル向上を図るため、12月にはトリアージ研修会を開催するとと
もに、３月には災害医療運営連絡会を開催し、現在の区の災害医療体制について、三師会や災害拠点病院等の
関連機関と情報共有を行った。
　また、先進的な自治体や医療機関の取組を参考にするため、大田区が医療機関で実施する緊急医療救護所
運営訓練や、文京区と協定を締結している順天堂医院の防災・トリアージ訓練を見学した。

【課題】
　限られた時間の中で実施する避難所医療救護所訓練は、関係者同士の十分な連携が不足し、災害対応の知
識の共有、運営の一体感の向上につながりにくい。
　また、備蓄医薬品には、出荷調整により一部調達が滞っているものがある。

【今後の方針】
　避難所医療救護所訓練では、初動において、交流のきっかけ作りを区職員が担うなど、改善を重ねていく。ま
た、訓練の指針となる医療救護活動マニュアルの充実化を図るとともに、医療救護活動に特化した訓練につい
ても企画・検討を進める。
　調達できない医薬品については、発災時には参集する薬剤師会会員に不足医薬品の持ち寄りを依頼するな
ど、仕組み作りを検討する。

　避難所への医師等の派遣体制を整備するとともに、災
害時における医療救護活動マニュアルに基づいた医療
救護活動訓練を定期的に実施することにより、医療救護
活動体制の強化を図る。

23
医療救護活動体制の
整備

生活衛生課

13



No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　区ホームページ等で事業者に対し、災害時の一斉帰宅の抑制について周知・啓発に取り組んだ。

【課題】
　大規模災害発生時の一斉帰宅抑制など、東京都帰宅困難者対策条例の認知度を上げる必要がある。

【今後の方針】
　都の被害想定では、文京区で約14万人の帰宅困難者が発生すると想定されており、事業者が帰宅困難者の
発生抑制に取り組むことができるよう、引き続き、周知啓発に取り組む。

【取組状況】
　帰宅困難者一時滞在施設の協定締結に向け、区内の事業所（株式会社シード）と調整を図った。また、一時滞
在施設の協定先とマニュアルの作成や訓練の実施に向けた検討を進めた。

【課題】
　一時滞在施設として活用できる施設を有する区内事業者の情報収集とともに、帰宅困難者対策への理解促進
が必要である。また、施設の確保に偏りがないよう、主要駅を中心に必要なエリアでの協力を求める必要があ
る。

【今後の方針】
　引き続き、区内事業所等に対し、帰宅困難者対策についての理解促進を図り、一時滞在施設の協定先の確保
に努める。

【取組状況】
　一時滞在施設に指定された一部の事業者等と、帰宅困難者の受入方法について検討し、マニュアル作成に取
り組んだ。
【課題】
　協定の締結とともに、一時滞在施設としての運営方法等を確立し、協定内容の実効性を高めていく必要があ
る。
【今後の方針】
　協定締結事業者と、マニュアルづくりや訓練の実施についてモデルケースを検討し、段階的な連携体制の拡充
に努める。

24
帰宅困難者対策の周
知・啓発

防災危機管理課

第６　帰宅困難者対策

　東京都帰宅困難者対策条例に基づき、区内の事業者
等に従業員等の一斉帰宅の抑制について周知・啓発に
努めるとともに、従業員等が施設内に一定期間待機する
ための食料や飲料水等の備蓄等を推進する。

26

25 一時滞在施設の確保 防災危機管理課

避難者受入訓練等の
実施

防災危機管理課

　大規模集客施設や民間施設を所有する区内事業者に
協力を要請するとともに、市街地再開発事業の機会等を
捉えて、一時滞在施設の提供に関する協定の締結を推
進する。

　一時滞在施設に指定された事業者等と連携し、災害時
における帰宅困難者の避難誘導や受入れを想定した訓
練等の実施を推進する。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　危機管理室における水害対応訓練のほか、災害対策本部の初動態勢を確認する危機管理対応訓練、区内消
防署と合同図上訓練において、災害情報システムを活用した。また、水防災監視システムのクラウド化の検討を
進め、関連システムのより効率的な運用に努めた。

【課題】
　訓練等を通じて、災害情報システムの改善点を検証するとともに、防災関連業務におけるICTの活用につい
て、研究を進める必要がある。
【今後の方針】
　今後も、防災関係機関や災対各部との訓練を通じ、システムの改善点を洗い出すとともに、都の災害情報シス
テムや帰宅困難者対策オペレーションシステム等を活用し、より効率的な運用体制の整備に努める。

【取組状況】
　防災訓練や防災教室のほか、臨時災害FM放送局の運用訓練や防災用品配付事業を通じ、区の災害情報の
発信手段について周知した。
●防災アプリダウンロード数（令和６年度末現在）　27,544件
【課題】
　大規模災害の発生に備え、防災ポータルや防災アプリ等の認知度を高めていく必要がある。

【今後の方針】
　防災ポータル及び防災アプリ等について、防災講話や防災訓練、各種広報媒体で積極的に周知を行うととも
に、コンテンツの充実を図る。
【取組状況】
　防災センターに衛星通信機器を設置し、災害時の情報通信連絡体制の確保に取り組んだ。また、民間事業者
と連携し、災害時のドローンの活用について研究を進めた。

【課題】
　今後も、都や民間事業者等と連携しながら、災害対応業務に有効なICTの導入が求められるとともに、実装し
た新たなツールについては、職員の防災行動に組み込んでいく必要がある。

【今後の方針】
　ドローンや衛星通信機器等、情報収集や情報通信技術の導入を検討する。また、他自治体の例を参考にしな
がら、避難所等における受付の電子化等、ICTの活用を研究する。

27
災害情報システムの
アップデート

防災危機管理課

　区は、緊急地震速報、気象情報、災害情報等を携帯電
話に配信する「文の京」安心・防災メール、緊急速報メー
ル（エリアメール）、SNS、防災アプリ、「Yahoo!防災速
報」等の情報伝達手段について、防災訓練や防災教室
等の機会を活用するとともに、パンフレットの配布等の
様々な手段を用いて、周知する。

29
災害対策に有効なICT
の活用

防災危機管理課

　災害時における被害情報の収集手段として、ドローン
の活用を検討するとともに、衛星通信機器の配備など、
災害時のインターネット通信環境の確保に努める。また、
避難所等における受付の電子化等、災害時における業
務の効率化に向け、ICT技術等の活用を検討する。

28
各種情報伝達手段の
周知及び利用促進

防災危機管理課

　災害時における情報の収集・伝達、避難所の開設・運
営状況の管理等、災害対策活動を円滑に実施するた
め、災害情報システムの適切な運用を図るほか、情報技
術の進展を見据えながら、適宜、システムの改修を検討
する。

第７　ICT技術を活用した災害対応業務の最適化
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
● ブロック塀等改修工事費助成（地域整備課）

令和４年度　２件　／　令和５年度　３件　／　令和６年度　１件
● ブロック塀所有者等に対する普及啓発（建築指導課）

令和４年度　729件　／　令和５年度　862件　／　令和６年度　20件

【課題】
　ブロック塀等改修工事費助成については、問合せはあったが申請までには至らず、利用促進を図る必要があ
る。
　通学路沿道の危険度が高いブロック塀等は844箇所残っている。また、平成30年度の調査で危険度が低
かった3,613箇所についても、危険度が高くなっていないか、現場確認をする必要がある。

【今後の方針】
　ブロック塀等改修工事費助成については、相談者に対し説明を丁寧に行うとともに、相談後も適宜、申請の検
討状況を確認していく。
　通学路沿道のブロック塀等の危険度について常に精査し、所有者等に適切な維持管理及び改修等を働きかけ
るとともに、危険度が高いものの所有者等については、建築基準法に基づいて適切に指導していく。

【取組状況】
● 崖等整備資金助成　令和４年度　４件　／　令和５年度　１件　／　令和６年度　１件

【課題】
　擁壁の新設及び補強の高額な工事費が原因で整備が進まない。

【今後の方針】
　ポスター、ホームページ及び耐震個別相談会などで助成制度の周知を図る。

【取組状況】
　５路線について、無電柱化工事を推進した。
・日医大つつじ通り　　電線共同溝引込連系管路工事委託（通信）を実施
・巻石通り（第一期）　電線共同溝引込連系管路工事委託（通信）を実施
・巻石通り（第二期）　埋蔵文化財調査及び詳細設計を実施
・根津小学校前　　　　道路復旧工事を実施し、無電柱化工事竣工
・駕籠町小学校前　　　電線共同溝引込連系管路工事委託（電力・通信）を実施

【課題】
　長期間に及ぶ工事のため、適切な工程管理を行うとともに、先進事例を積極的に取り入れるなど工期短縮やコ
スト縮減の検討を行う。

【今後の方針】
　引き続き、工事中の路線における無電柱化を推進するとともに、次期整備路線（２路線）の設計を進める。

31 崖等整備の促進 地域整備課

地域整備課
建築指導課

32 無電柱化の推進 道路課

　大規模地震発生時に、一般交通の用に供する道路に
面するブロック塀等が倒壊し、歩行者等に危害を及ぼす
ことがないよう、危険度の高い塀の所有者や管理者等に
対し、塀の適切な維持管理及び改修等の周知啓発を行
う。また、十分な安全性が確保されていない塀の撤去費
用及び設置費用の一部を助成する。

第８　その他（１～７に当てはまらない項目）

30
ブロック塀等改修等の
促進

　崖等整備資金助成の活用により、崖の整備を推進す
る。

　電柱や電線を無くすことにより、災害時における電柱
倒壊の道路閉塞による避難や緊急活動への支障を防ぐ
とともに、電線類の被災を軽減し、電気や電話などのライ
フラインの安定供給を確保するため、無電柱化の促進を
図る。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　公園再整備事業設計等委託（文京区立神明公園外１園）、公園再整備事業設計委託（文京区立大塚仲町公園
外１園）及び文京区立西原町児童遊園拡張整備事業設計等委託において、文京区立神明公園外４園で、マン
ホールトイレを設置する計画を区民参画による意見交換会で検討し、設置する計画とした。
【課題】

マンホールトイレの設置位置や設置基数等について、区民参画による意見交換会で検討を行い、地域ニーズに
あわせた整備計画とする必要がある。

【今後の方針】
　引き続き、区民参画による公園再整備内容の検討を行い、地域ニーズにあわせ、マンホールトイレ等の設置を
推進する。
【取組状況】
　全職員を対象に、災害時における区の態勢や職員の行動等を理解するための研修（e-ラーニング）を行ったほ
か、防災住宅入居職員に対し、研修や図上訓練を実施した。また、災害時における迅速かつ的確な情報収集態
勢を確立するため、災対本部事務局と災対情報部の連携訓練を実施するとともに、地域の被害状況の収集から
応急対策の検討までの一連の流れを確認する危機管理対応訓練を実施した。さらに、区内消防署や東京都下
水道局との合同訓練を実施し、防災関係機関との連携強化を図った。

【課題】
　大規模災害時における応急業務は膨大となることから、限られた資源で迅速な対応ができるよう、様々な課題
を想定した訓練を継続的に行う必要がある。

【今後の方針】
　各種訓練・研修の定期的な実施に加え、訓練内容や参加者の拡充を図っていく。また、防災関係機関との訓練
を通じ、発災直後において迅速かつ円滑に連携できるよう体制強化に取り組む。
【取組状況】
　区と協定を締結する自治体の防災担当者を対象に、防災ミーティング（オンライン）を実施し、各自治体の防災
対策について情報共有を図った。また、新たに沖縄県うるま市との災害協定を締結するとともに、茨城県水戸市
との防災協定の締結に向け、調整を行った。さらに、能登半島地震の被災地支援として、石川県輪島市や金沢市
に対し、罹災証明書発行や住家被害認定２次調査、地震被災住宅安全性確認の各業務等についての職員派遣
等を行った。

【課題】
　自治体間だけでなく、災害協定を締結する事業者とも顔の見える関係づくり・連携強化が必要である。

【今後の方針】
　防災ミーティングを継続して実施し、協定を締結する自治体相互の連携体制を確認するとともに、事業者間に
おいても定期的な連絡会等を行う。また、新たな広域的かつ多様な協力体制を模索する。

34
災害対策本部の初動
対応体制の整備

防災危機管理課

33
マンホールトイレ等の整
備

みどり公園課
　下水道等の被害に備え、公共施設の改築等の機会を
捉え、マンホールトイレ等の設置を検討する。

35 広域連携体制の構築 防災危機管理課

　他の地方公共団体や事業者等との災害協定の締結を
促進し、広域的かつ多様な協力体制の構築を図る。ま
た、協定先とは、平常時から定期的な連絡会等を通じて
顔の見える関係づくりに努めるとともに、広域的な避難
体制等、災害の規模に応じた適切な支援要請ができる
よう、連携体制の構築を図る。

　大規模災害発生後の初動態勢の強化を図るため、災
対各部の個別訓練や防災職員住宅の入居職員に対する
訓練に加え、応急対策における様々な課題を想定した訓
練を実施する。
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No 施策名 担当課 施策概要
取組状況（実績等）・課題・今後の方針
（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

【取組状況】
　東京都トラック協会文京支部の協力により、避難所総合訓練の機会を捉え、各避難所の輸送ルート等の確認
を行うとともに、地域内輸送拠点（スポーツセンター）から避難所への物資輸送・受入訓練を実施した。

【課題】
　災害時における円滑な物資輸送体制の整備を図るため、今後も、協定事業者との連携強化に努める必要があ
る。

【今後の方針】
　引き続き、東京都トラック協会文京支部等と、地域内輸送に関する訓練等を実施し、災害時の物資輸送体制の
構築に取り組む。

【取組状況】
  浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設に対し、避難確保計画の策定を求めるととも
に、同計画に基づく訓練の実施を呼びかけた。また、浸水想定区域内の地下街については、避難確保・浸水防止
計画が提出されている。
●避難確保計画提出状況（計90施設）

区有施設（33施設）：全施設提出済み
民間施設（57施設）：52施設提出済み

【課題】
　避難確保計画を策定していない施設があるため、策定を求めていく必要がある。また、策定済みの施設は、計
画の実効性を高めるため、継続的な避難訓練や定期的な計画の見直しを求める必要がある。

【今後の方針】
　庁内関係部署と連携し、引き続き、避難確保計画の策定や避難訓練の実施等を求めていく。

　浸水想定区域内に、地下街や要配慮者利用施設のほ
か、特に防災上配慮する必要があると認められるものが
ある場合は、これらの施設の名称及び所在地をあらかじ
め把握し、洪水予報等の情報伝達体制を構築する。

37

水害・土砂災害時等に
おける地下街及び要配
慮者利用施設等への対
応

防災危機管理課

36 輸送体制の整備 防災危機管理課
　支援物資を避難所等に円滑に配送するため、都や関
係事業者等と連携し、地域内輸送拠点の運営体制を構
築する。
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